基本的な目標と重点課題

	

	【基本的な目標と重点課題】
＜基本的な目標＞

実効性のある取り組みを推進するためには地域住民の理解と支持を背景とする事が必要であると考え、基本的な目標を「市民との協力・信頼関係の構築と質の高い公共サービスの確立」とし、住民の生命と財産を守る現場力の回復をめざします。そして、取り組みの指標として、次の７点を揚げます。

①　地域の中で住民に接する機会の多い現業・公企・公共交通職場の特性を活用し、市民との協力・信頼関係を構築します。

②　労働条件に関わるすべての案件は、労使協議事項であり、交渉・合意が大前提であることの確認を行います。また、事前協議協約の締結に取り組みます。

③　技能労務職員・公営企業職員について等級別基準職務表の条例化や等級別職員数の公表は適用除外となっていることから、規則化、公表をする場合には、組合との交渉・合意が大前提であることを労使合意事項とするよう取り組みます。

④　地域公共サービスを担う委託先職場で働く労働者の組織化を推進し、労働諸条件の全体的な底上げをはかります。

⑤　住民ニーズに即した公共サービスのあり方を提示し、サービスの拡充と質の向上にむけた人員と予算の確保を求めます。

⑥　外部委託提案に対しては、公共サービスの拡充と質を高める立場で反対し、現業・公企・公共交通職場の直営堅持を基本とします。

⑦　上記の重点課題にそれぞれの職種、職場、単組の課題を付加して取り組み、現業・公企・公共交通労働者の協約締結権を活用した取り組みが、秋季闘争全体の先導的役割を果たせるよう要求書提出－交渉－妥結（協約締結）という基本的な取り組みを全単組で確立します。
＜重点課題＞

①　現業と非現業の賃金格差を生じさせない賃金合理化阻止、賃金格差解消・是正。

2014人事院勧告で、技能・労務関係職種について改定は見送られましたが、引き続き調査研究を続けるという姿勢は示しており、地方自治体職員の分断と差別をもたらす給与制度の見直しは認めない立場で取り組みを進める。

②　地方公務員法改正にともなう等級別基準職務表の条例化および職名ごとの職員数の公表義務づけについて、現業職員は適用除外となっていることから公表させない。また人事評価制度の導入については、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映はさせない。

③　質の高い公共サービス確立にむけ、（ア）直営職場での「直営堅持」、（イ）業務量に応じた人員の確保、（ウ）現業公企職場から地域ニーズに基づいた政策提言の発信、（エ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善と組織化の推進、（オ）委託職場での委託基準の点検と委託先労働者の雇用確保や、公正労働基準達成などの労働条件向上と公契約条例制定の推進、（カ）現業公企労働者の再任用制度の早期条例化・運用開始。

④　交付税の削減など国の主導による財政難を理由とする「現業（現場）の安易な合理化と民間委託化」を許さず、労働条件の維持にむけた「事前協議制度の確立と協約締結」を遵守させる。

⑤　行革スケジュールの消化を目的とするなどの安易な任用替え提案を行わせない。やむなく任用替えが行われる場合については、対象者の賃金・労働条件の水準確保、研修体制の充実やメンタルヘルス対策などの条件の合意を前提とした交渉を進める。

⑥　労働安全衛生法を遵守させ、委員会体制の確立と運営の改善をはかる。

⑦　恒常的臨時職員や準職員の正規職員化、および臨時・非常勤・準職員等職員の労働条件の改善。

⑧　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、職場内に業務マニュアル策定のための委員会を設置します。さらに策定したマニュアルを活用し、各業務の点検・評価や委託後のサービス基準などの検証を行うとともに労使によるチェック体制を確立する。

⑨　2012年４月１日に施行された地方公営企業にかかわる資本制度の義務づけ見直しや権限委譲の改正を踏まえ、自己資本の造成にかかわる自治体の条例整備を求める。また、地方公営企業会計制度の見直しについては、将来にわたる経営に支障を生じさせないための対策を講じるよう働きかけを行う。

⑩　災害時における危機管理体制の確立にむけて「ライフラインのための危機管理指針」などを活用し、被災時における職員の出動基準や労働条件などの協議に取り組む。

⑪　地域住民の移動する権利を確保するため、交通政策基本法の理念と2015年２月に閣議決定された交通政策基本計画に基づく地域公共交通の確立をはかる。

	


＜重点課題＞
①　現業と非現業の賃金格差を生じさせない賃金合理化阻止、賃金格差解消・是正。

2014人事院勧告で、技能・労務関係職種について改定は見送られましたが、引き続き調査研究を続けるという姿勢は示しており、地方自治体職員の分断と差別をもたらす給与制度の見直しは認めない立場で取り組みを進める。
【解　説】

同じ自治体で働く労働者である以上は、職種や性別を問わず賃金をはじめ、すべての労働条件は同一の制度、基準が適用され運用がはかられるべきであることは言うまでもありません。

この間、非現業との賃金格差解消を大きな課題として現業公企統一闘争が取り組まれ、一定の成果を上げてきました。しかし総務省は自治体に対して、「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会最終報告」をもとに、給与決定の原則は労使交渉によると認めつつも、賃金センサスを用いた民間類似職種との比較による賃金抑制を求め、ほとんどの自治体で「技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針」が策定・公表されています。また、2013人事院の給与勧告に係る報告において技能・労務関係職種の給与のあり方について「業務委託などにより行政職（二）職員の削減が一層進められることが必要。直接雇用が必要と認められる業務を担当する職員を念頭に民間の水準を考慮した給与の見直しを検討」とされ、その後の給与制度の総合的見直し（措置事項案）では行政（二）表３級以上の水準を民間の自動車運転手の賃金水準を基本に見直すとしていました。しかし、給与の比較対象とする人数が少ないためデータが十分に確保できず、また、勤務地による差が大きく比較が適当でないと判断し、正確な対比ができないとして2014人事院勧告では技能・労務関係職種の給与改定は見送られましたが、人事院としては引き続き、在職実態や民間の給与等の状況を研究するとしており、国の動向には今後も注視していかなくてはなりません。
また、こうした情勢により北海道内でも給与制度の総合的見直しの一環として、技能労務職員の給与について行政（二）表に準じた給与表に切り替えられた自治体があり、他の自治体への波及が懸念されます。

地方公務員の給与決定は地域の実情にあわせ決定されることが原則であり、現業公企職場に関わる給与は労使対等の立場で労使合意に基づき決定されるものです。これ以上の賃金合理化や賃金格差を生じさせないためにも、引き続き労働組合としての機能を生かした交渉を強化していくことが必要になっています。

②　地方公務員法改正にともなう等級別基準職務表の条例化および職名ごとの職員数の公表義務づけについて、現業職員は適用除外となっていることから公表させない。また人事評価制度の導入については、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映はさせない。

【解　説】

　　現業労働者の労働関係については地公労法付則第５項で「労働関係その他身分取扱いに関し特別の法律が制定施行されるまでの間は、この法律（第17条を除く。）及び地方公営企業法第37条から第39条までの規定を準用する。」とされており、改正地公法25条に規定される等級別基準職務表の条例化および職名ごとの職員数の公表義務づけについては適用除外となっています。
	【地方公営企業等の労働関係に関する法律】
付則第５項

地方公務員法第57条に規定する単純な労務に雇用される一般職に属する地方公務員であつて、第３条第４号の職員以外のものに係る労働関係その他身分取扱いについては、その労働関係その他身分取扱いに関し特別の法律が制定施行されるまでの間は、この法律(第17条を除く。)及び地方公営企業法第37条から第39条までの規定を準用する。この場合において、同法第39条第１項中「第49条まで、第52条から第56条まで」とあるのは「第49条まで」と、同条第３項中「地方公営企業の管理者」とあるのは「任命権者（委任を受けて任命権を行う者を除く。）」と読み替えるものとする。
【地方公営企業法（他の法律の適用除外等）】
第39条　
企業職員については、地方公務員法第５条、第８条（第１項第６号、第３項及び第５項を除く。）、第14条第２項、第23条から第26条の３まで、第26条の５第３項（同法第26条の６第11項において準用する場合を含む。）、第37条、第39条第４項、第40条第２項、第46条から第49条まで、第52条から第56条まで及び第58条（同条第３項中労働基準法第14条第２項及び第３項に係る部分並びに同法第75条から第88条まで及び船員法第89条から第96条までに係る部分（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第１項に規定する者に適用される場合に限る。）を除く。）、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第４条第２項、第７条、第８条、第14条、第15条及び第19条、地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律（平成12年法律第51号）第６条並びに行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定は、適用しない。


この間、自治労は人事評価制度に対しては、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与・参加、苦情解決制度の構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきました。今後進められる人事評価制度の導入にあたっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意を求めていくと同時に、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、処遇（特に勤勉手当や昇給等）への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていきます。

　

③　質の高い公共サービス確立にむけ、（ア）直営職場での「直営堅持」、（イ）業務量に応じた人員の確保、（ウ）現業公企職場から地域ニーズに基づいた政策提言の発信、（エ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善と組織化の推進、（オ）委託職場での委託基準の点検と委託先労働者の雇用確保や、公正労働基準達成などの労働条件向上と公契約条例制定の推進、（カ）現業公企労働者の再任用制度の早期条例化・運用開始。

【解　説】

現業公企職場は、自治体の行政サービスとして住民ニーズを把握し、住民生活に密着した業務を行政責任として実施していくものです。この間の行革攻撃により、多くの職場が民間委託となり、直営＝公共サービスから、直営・民間＝公共サービスという枠組みに変わってきています。そして、委託先労働者の賃金・労働条件は低く抑えられ劣悪な労働条件で公共サービスを担わなければならず、行政も委託後の検証を行わず、責任を放棄しているのが実態です。質の高い公共サービスを確立するためにも、直営を堅持し、多様化する住民ニーズに答えるため、この間取り組んできた、現業（職場）活性化の取り組みをもとに、住民ニーズに応える仕事のありかたを求め、地域住民との連携をはかり、専門知識・技術の継承などを行っていく必要があります。合わせて、委託労働者の賃金・労働条件の改善をはかり、行政として責任を果たすためにも、総合評価方式・最低制限価格制度による入札改革を行うとともに、公契約条例を制定する必要があります。

再任用制度は、運用されていても受け入れ部署のある・なしにより採用が左右される、経験のない職種での採用、本人の希望と適性が生かされないなど、制度の運用上の課題が山積しており、また運用されていない理由として住民や議会の理解が得られないなどで、臨時・非常勤職員として雇用を継続している現業職員が少なくありません。

住民生活と密接なかかわりを持っている現業公企職場における職場作りは、①直営職場は直営を堅持し、公務労働の役割を明らかにすること。②既に委託されている業務については、委託先の労働条件等の改善を行い、働きやすい職場づくりを行うこと。③「公」・「民」の枠を超え、社会的に必要とされる仕事であることを明らかにし、行政サービスの質の向上をはかることが、「職の確立」といえます。

④　交付税の削減など国の主導による財政難を理由とする「現業（現場）の安易な合理化と民間委託化」を許さず、労働条件の維持にむけた「事前協議制度の確立と協約締結」を遵守させる。
【解　説】
2015年６月30日に政府が閣議決定をした経済財政運営の基本方針（いわゆる「2015骨太の方針」）は、2020年度を目標年度に、公的サービスの産業化をめざすとして、外部委託の推進、自治体でPPP（公民連携）/PFI（民間資金活用による社会資本整備）方式導入の優先的検討と適用範囲の拡大を打ち出しています。また、地方交付税を算定する際の単位費用を低コストの自治体にあわせる仕組み（トップランナー方式）等を活用するため、制度導入時期を明確に示し自治体に準備を促すとしています。経済効果を最優先し公共サービスを産業化しようとする政府の方針決定によって、コストを最優先する公共サービスの外部委託圧力が一層強まることが予想されます。
現業公企職場は退職者不補充や臨時・非常勤等職員などの非正規職員へのおきかえにより急速に縮小され、多数の非正規職員と少数の正職員が住民サービスを担っている状況にあります。しかし、自治体では国からの圧力により、さらなるコストダウンを理由とした民間委託が進められようとしています。これらの結果、現場ではこの間培ってきた技術継承ができないなど公共サービスを実施するうえでの多くの問題点も明らかになっています。委託の実施方針が決まった後、あるいは委託が実施された後になっての労使交渉では充分な対応ができないことから、民間委託をその計画段階での事前協議、又は団体交渉において、一時も早い時期に取り上げることが必要です。このため、現業公企労働者に認められた労働協約権を活用し、事前協議制度を労働協約として締結し、民間委託などについて事前にチェックできる体制をとることが求められます。

⑤　行革スケジュールの消化を目的とするなどの安易な任用替え提案を行わせず、やむなく任用替えが行われる場合については、対象者の賃金・労働条件の水準確保、研修体制の充実やメンタルヘルス対策などの条件の合意を前提とした交渉を進める。

【解　説】

民営化が進められたことで現業職場の正規職員が減り、最終的に現業公企職場・労働者の「任用替え」の提案がされて、安上がりの現業職場ができあがり、結果としてワーキングプアの創出が進められています。

　現業公企労働者の労働条件・賃金など処遇の改悪、現業職場の削減を許さないたたかいとして、単組職場で十分意思統一が必要ですが、当局は「任用替え」に対して、地方公務員法の「任用の基本基準」（第15条）及び、「任命の方法」（第17条）の法律で、職員の職に欠員が生じた場合においては、任命権者は、「採用・昇任・降任・又は転任のいずれか一つの方法により、職員を任命する」ことができるとし、これを提案の根拠としていますが、現実は、経験が生かされない職場での勤務・労働条件の大きな変化に直面し、メンタルヘルス問題や自己都合退職に発展することも少なくなく、十分な労使協議による検討と対応が必要です。また、総合的業務への配置転換についても、研修の機会がないままに重い職責を求められ、長時間勤務に発展することによる心の健康問題に対しての取り組みは継続した対応が必要です。

⑥　労働安全衛生法を遵守させ、委員会体制の確立と運営の改善をはかる。

【解　説】

労安活動の基本は、労災を未然に防ぐばかりではなく、働きやすい職場環境にする取り組みです。このためには、労働安全衛生委員会を設置し、月に１回定期的に開催することを基本とし、その上で職場巡回による改善点の洗い出しが必要となります。当局が財政難などを理由に改善に応じない場合は、法令違反であることを十分に認識させる必要があります。それらの対応を行っても誠意ある対応がない場合はそのことを労働基準監督署に申告し、是正勧告を出させていくべきです。
⑦　恒常的臨時職員や準職員の正規職員化、および臨時・非常勤・準職員等職員の労働条件の改善。

【解　説】

当局が臨時・非常勤等職員を採用する理由は明白であり、低賃金労働者を活用することで安上がりの行政をめざしています。このため、臨時・非常勤等労働者の賃金・労働条件は正規職員と比べると、大変低い水準であるにもかかわらず、職場において臨時・非常勤等職員数が正規職員を大きく上回り、業務内容は、ほぼ同じであることも少なくはありません。このことを労働組合が放置するならば、臨時・非常勤等職員化はさらに強行されることは明らかであり、その後はさらなる低賃金化をめざす民間委託へ目が向けられることが明らかです。この悪循環を断ち切るためには、臨時・非常勤労働者等の組織化を進め、賃金・労働条件の大幅な改善や、正規職員への採用を勝ち取り、質の高い公共サービスの継続を示すことが重要となります。このことが、正規職員の賃金・労働条件の改善や民間委託の歯止めにもなるのです。
⑧　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、職場内に業務マニュアル策定のための委員会を設置します。さらに策定したマニュアルを活用し、各業務の点検・評価や委託後のサービス基準などの検証を行うとともに労使によるチェック体制を確立する。

【解　説】
道内の多くの自治体では、業務が不明確なことや業務マニュアルが現在の状況と乖離しているなど意見が多く出されています。公共サービスの水準の維持や向上、労働安全衛生の観点からも、業務を日常的に点検・評価・改善していくことが求められています。

各職場に労使で策定委員会を設置し、職務内容の明確化や作業マニュアルの策定、労働条件の協約化をはかることにより全体で認識することが重要です。

また、職場で策定したマニュアルを活用し、労使双方で業務の点検・評価を行うことが、職場活性化につながり職の確立をはかることにつながります。
⑨　2012年４月１日に施行された地方公営企業にかかわる資本制度の義務づけ見直しや権限委譲の改正を踏まえ、自己資本の造成にかかわる自治体の条例整備を求める。また、地方公営企業会計制度の見直しについては、将来にわたる経営に支障を生じさせないための対策を講じるよう働きかけを行う

【解　説】
2012年４月１日から資本制度の見直しにより、剰余金の積み立て義務を廃止するとともに、条例・もしくは議会の議決を経て利益処分・資本余剰金のなどの資産処分ができるようになりました。これらの制度変更を受けて、今後も安定した事業経営を継続できるよう、必要な条例整備、人員配置を求めていきます。
地方公営企業会計制度の見直しは2014年予算・決算からの導入になっています。これまで資本金の扱いであった「借入資本金」（設備投資のために自治体から借り入れたお金）が負債計上になることで、経営が何も変わっていないに大幅に赤字が増大したようにみえることから、人員合理化対策や住民・議会に対して誤解を招かない丁寧な対応を求める必要があります。

　
⑩　災害時における危機管理体制の確立にむけて「ライフラインのための危機管理指針」などを活用し、被災時における職員の出動基準や労働条件などの協議に取り組む。

【解　説】

東日本大震災の後も自然災害が頻発し、ライフラインを直撃する自然災害が猛威を振るっています。こうした事態に対して、予防政策と災害時の体制を万全に整えることが喫緊の課題となっています。災害に対応しうる職員・資機材について十分に協議を行い、各自治体において作成されている災害対応マニュアルが実際に運用可能かどうかを点検するとともに、実効ある危機管理体制や災害時の労働条件、労働安全衛生体制の確立をはかる必要があります。

また、学校、公共施設など職場が避難場所として使用されることから現場で働く職員としての役割を十分に発揮できる体制を築かなくてはなりません。

災害発生時は、全職員の参集が要請されてはいますが「家族の被災、健康状態、近隣世帯の人命救助、火災への対応、交通途絶等」の理由などにより、出動・出勤困難な職員の範囲について明確にする必要もあります。

⑪　地域住民の移動する権利を確保するため、交通政策基本法の理念と2015年２月に閣議決定された交通政策基本計画に基づく地域公共交通の確立をはかる。
【解　説】

マイカーの普及などにより、地域公共交通の衰退に拍車がかかる中で、全国の「買い物難民」は600万人をこえると言われるまでに拡大しており、また、子どもやお年寄り、障がい者といった社会的弱者の移動の確保にも大きな支障が生じています。
こうした状況を踏まえ、交通に関するわが国の基本理念を定めた、交通政策基本法が2013年11月27日、成立しました。そして交通政策基本法に基づき、2015年２月にに交通政策基本計画が閣議決定されるました。
交通政策基本法によって、地域の交通に関する施策を策定し、実施することが、自治体の責務として改めて位置付けられました。また、交通政策基本法の関連法として、2014年には「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正されました。この法律により、今後、自治体が先頭に立って、まちづくりや観光振興などと連携し、持続可能な地域公共交通ネットワークを構築していくことが求められます。
交通政策基本法の制定、交通政策基本計画の閣議決定を契機に、地域公共交通を充実させ、地域住民の移動する権利の確立とともに、「暮らしやすいまちづくり」、「人と自然にやさしいまちづくり」をめざす取り組みを積極的に進めていくことが必要です。
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